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り、多分今の小学校のように、小学校って部活

もないし、帰ればあと自由と、土日も自由と、

そういう形にもしかしたらなるのかなと思いま

すけれども、これはあくまでも個人の意見で、

その感覚だけ持っているということで、それを

一層進めたいとは思っておりません。やっぱり

学校のよさってすごくあるので、そこはなくし

たくないという思いと、ちょっと今せめぎ合い

のところであります。お答えになりませんが。 

○浅野敏明議長 ４番、鈴木 裕議員。 

○４番 鈴木 裕議員 ただいまのお話ですと、

教育長的には部活はずっと残していきたいとい

う考えがあるようですが、例えば学校教育の中

で部活動の位置づけというのは、学校教育の一

こまに私は今現在なってると思うんですね。そ

れがだんだんだんだん薄れてきて、最悪の場合

は、生徒が部活に入るかどうかは自由になるん

でないかと危惧されるようなお話です。 

 そうなれば、小学校と全く同じで、部活続け

る子は放課後、学校に残ってスポーツとか文化

面での活動にいそしむわけですが、何にも入ら

ない子供は帰宅部っていいますか、帰ってもい

いという、こういう姿になるのかなと思います

が、最悪の場合ですよ、そんなイメージでよろ

しいんですかね。教育長、お願いします。 

○浅野敏明議長 土屋正人教育長。 

○土屋正人教育長 学習指導要領には、部活動は

あくまでも子供たちの自主的な判断の下に行う

活動とあるんです。ですから、本来であれば任

意入部制というのは特別なものじゃなくて、主

体的なものを尊重するとすれば、これは入って

も入らなくてもいいもので教育課程では位置づ

けているんですが、そこをずっと営々と引き継

いできた学校文化の中では、そうではなくて部

活動でみんな鍛えたい、みんなで育って喜びも

分かち合いたいというので出てきたものなので、

そことの乖離もあることは事実なのです。 

 そうやってもう任意の入部になったときに、

例えば指導要録にどんなふうに書くんだべとか、

じゃあ部活に入ってない子はどういう評価する

んだとか、何かいろんなところが出てくるんで

すよね。なので、全く本当答えになってないん

ですけども、それらのことも恐らく整理してい

く必要もあるし、国のほうで今度この学習指導

要領の中に部活動を位置づけるかどうかという、

これについては数年前に文科省の幹部の方が、

恐らくなくなるのかなということをちらっと言

葉にしたことがあるので、文科省についても一

つの課題で持ってることは確かです。 

 それらの推移も見ながら、何よりも何か子供

がやりがいがあって学校に来て、やりがいがあ

って地域のスポーツに行ったりという、そうい

う子供たち育てるという、そこをまず大事にし

て、泥くさくですけど頑張っていくしかないな

と思っております。 

○浅野敏明議長 ４番、鈴木 裕議員。 

○４番 鈴木 裕議員 本当にガイドラインがあ

まり方向性が具体的に示されてない中、教育委

員会としても大変ご苦労されるかと思いますが、

まず、混乱が生じている中で、あるいは今後と

もそういうことがあろうかと思いますけれど、

何とかうまく進めるように、大役かと思います

が、教育長には先頭に立ってその辺話を整理し

てうまくまとめて持っていっていただくように

していただければ幸いかと思います。 

 以上で私の質問を終わります。 

 

 

 梅津善之議員の質問 

 

 

○浅野敏明議長 次に、14番、議席番号12番、梅

津善之議員。 

○１２番 梅津善之議員 今定例会、最後の一般

質問になりました。そして、私、今期としても

最後の一般質問になります。 
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 振り返りますと、12年前、東日本大震災から、

自身が議員として活動させていただいたことを

深く振り返るような時間を持ったところでござ

います。平成26年や平成27年の豪雨災害、そし

て３年間、足かけ４年にもなる新型コロナウイ

ルス感染症対策としての経済の停滞、そして昨

年の８月には豪雨災害で水路、農道、様々な自

然災害で苦労して現在も復旧中であるという中、

世界に目を向ければロシアによるウクライナの

侵略の戦争、そしてトルコ、シリアでの地震災

害など、５万人を超える死者が出ている状況で

す。何が起きるか分からない時代に、地域の自

治体として前を向いて取り組んでいきたいもの

だなと思っております。 

 さらには、昨日の長井線や米坂線のこれから

のことや空き家対策、森林環境の問題など、重

い課題が山積みしているものと自身も感じたと

ころであります。 

 本日は、農業関係で令和５年度経営所得安定

対策と米政策についてと、再生可能エネルギー

とレインボープランについてということで、２

つについての質問をさせていただきたいと思い

ます。どうぞよろしくお願いします。 

 まずは、食料・農業・農村基本法、令和２年

３月に閣議決定され、現状も、今新たな法整備

に向けた検討がされている最中ではありますが、

基本のポイントとして農業の成長産業化に向け

た農政改革を引き続き促進しながらと、中小の

家族経営や多様な形態の生産基盤の強化を通じ

た農業経営の底上げ、農林水産物の食品輸出を

令和12年度までに５兆円とする目標を設定。さ

らには、関係省庁との連携をし、農業振興政策

を総動員した地域政策の総合化、食と農に関す

る新たな国民運動の展開を通じた国民的合意形

成、これからの取組の効果が高まるようにとい

う基本的計画のポイントが定められております。 

 その中で、消費者や従事者のニーズを多様化、

高度化する対応を進めつつ、関係者への連携、

協働による新たな価値の創造を推進しますと、

政府一体となった輸出の促進や日本食文化の海

外普及や食品産業の海外展開等の取組を推進し、

農林水産物の食品の輸出を令和12年、2030年ま

でに５兆円とすることを目標とする。こういう

大きな目標を掲げながら食料・農業・農村基本

法が制定されております。 

 こうした中、今回、新たに令和５年度、経営

所得安定対策と米政策ということで、国から示

された中身について一つ一つ農林課長にお伺い

をしていきたいと思います。 

 まずは、今年度、経営所得安定対策と米政策

のような大きな転換点について、農林課長にお

伺いします。 

○浅野敏明議長 佐々木勝彦農林課長。 

○佐々木勝彦農林課長 お答えいたします。 

 初めに、議員も一部触れられておりましたけ

ども、農林水産省の示しました、令和５年度に

向けました、令和５年産に向けました水田農業

の４つの取組方針を説明させていただきたいと

思います。１つ目に、作付転換の検討を早い時

期から開始できるようにすること、２つ目に、

麦、大豆、野菜などの定着性や収益性の高い品

目、輸出用米など、需要増が見込まれる品目へ

の転換を検討しまして、飼料用米や米粉用米に

取り組む場合は、需要に応じた生産に対応する

ため、多種品種や専用品種で取り組むことを検

討すること、３つ目に、転換作物が定着してい

る水田は畑地化することを検討し、水田として

利用する場合は連作障がい回避のためにブロッ

クローテーションを行うこと、４つ目に主食用

米に後戻りしない作付転換を計画的に進めてい

くこと、以上４つの方針の下で、令和４年産の

課題を踏まえて産地ごとの需要に応じた生産の

実現を目指すというものが示されております。 

 この方針の下で、令和５年度経営安定対策と

米政策における主な転換点、変更点につきまし

て申し上げます。１つ目に、飼料用米の多種品
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種による作付転換を推進するために、令和６年

産から令和８年産にかけまして一般品種への支

援水準を段階的に引き下げる、２つ目に、新市

場開拓に向けた現在の水田リノベーション事業

を見直しまして、市場開拓用米、加工用米に米

粉用米も加えまして、別の枠組みの米新市場開

拓等促進事業としまして同様の支援を行うこと、

畑作物に対する支援につきましては、後継的な

畑作物産地形成促進事業で同様の支援を行う、

３つ目に、交付対象水田の整理といたしまして、

５年の間に水張りを行うルールを具体化する、

４つ目に、田を畑地化して畑作物の本作化を進

め、需要に応じた生産を促進するため、畑地化

促進事業で支援するというものでございます。 

 これらによりまして、飼料用米の主食用米へ

の転換をなくし、実需者との結びつきの下で米

粉用米などの生産の拡大を図る、また、転換作

物が固定化している水田は畑地化を促しながら

畑作物の本作化を進めるとされております。 

 このような方針と対策により、５年から10年

後のどのような水田の利用を目指すのか、中長

期的な将来像を産地に求めたものでございまし

て、非常に難しい検討や工夫が必要になってき

ていると感じているところでございます。 

○浅野敏明議長 12番、梅津善之議員。 

○１２番 梅津善之議員 大きく水田の考え方が

変わろうとしている、ある意味チャンスである

ということは否めないところもあるかと思われ

ます。ただ、現状の水田を畑地化するには、困

難なところも結構あると考えておりますし、

（２）にありますが、水田活用の直接支払交付

金、５年の水張りの要件ということを、ただい

まも説明ございましたが、このところを農林課

長からお伺いしたいと思います。 

○浅野敏明議長 佐々木勝彦農林課長。 

○佐々木勝彦農林課長 具体的に申し上げます。

水田活用の直接支払交付金は、水田機能を有す

る農地において食用米から他作物への作付転換

を支援するために措置されているものでありま

して、畦畔などの湛水設備を有しない農地や所

要の用水を供給する設備のない農地につきまし

ては交付対象水田から除外するという現行ルー

ルを再決定した上で、畑作物の生産が固定化し

ている農地は畑作化を促す。一方、水田機能を

有しつつ、麦、大豆等の転換作物を連続して生

産する農地については、収量の低下の連作障が

いが発生するために、水稲や転換作物とのブロ

ックローテーションを促す観点から、５年間に

一度も水張りを行わない場合には交付対象とし

ないというものでございます。 

 水田活用の直接支払交付金の交付対象である

ためには、令和４年度から令和８年度の５年間

に水張りを行う必要がございまして、その確認

方法は水稲作付により確認することが基本とさ

れております。ただし、湛水管理を１カ月以上

行い、かつ連作障がいによる収量低下が発生し

ないことが確認されれば、水張りを行ったもの

とみなされております。しかしながら、国から

は詳しい内容がまだ示されていない状況でござ

います。 

 また、災害復旧や基盤整備に関連する事業に

より５年間一度も水張りが行われない場合は、

引き続き交付対象水田とするものとされており

ます。 

○浅野敏明議長 12番、梅津善之議員。 

○１２番 梅津善之議員 昨年度９月定例会にも、

この５年水張り要件の話をさせていただきまし

た。地域の担い手であったり、生産組織であっ

たりという方々が、転作地を有効に使おうとし

て、１年間の受委託契約をして大豆、その他の

作物に取り組んでいる組織、個人が多いと思い

ます。１年間契約してお借りしているところを、

今ブロックローテーションなり、できるところ

ももちろんあると思いますが、もうそうできな

いところもあります。そういうことを考えると、

この水張り要件、さらには本来田んぼであると



 

―１９２― 

ころに畑作物を植えて栽培する努力というのは、

明渠を掘ったり、さらには暗渠なり弾丸暗渠を

したりと様々な努力をしながら耕作している現

状を踏まえると、非常に納得のいかない制度で

あるなと前々から思っていたことが、現実こう

いうふうに交付されてくると本当に危機的な状

況であると私は思っております。 

 本当に危惧されますし、今後どうしていった

らいいかというのは生産者も悩んでることだと

思いますし、非常に理不尽というかね、考えさ

せられる制度だなと思っております。 

 次に、米の新市場開拓促進事業というのをち

ょっと具体的に説明していただきたいと思いま

す。 

○浅野敏明議長 佐々木勝彦農林課長。 

○佐々木勝彦農林課長 お答えいたします。 

 国内外の新たな米需要に対応するためには、

産地と実需者の結びつきを強化しまして、需要

に応じた生産を行う産地の育成や強化が必要と

されております。そして、需要拡大が期待され

る米粉用米などの生産拡大が必要とされており

ます。 

 水田農業を、新たな需要拡大が期待されます

新市場開拓用米や加工用米、パンや麺専用品種

の米粉用米を生産する農家へと転換しまして、

実需者ニーズに応えるための低コスト生産等の

取組を支援するのがコメ新市場開拓等促進事業

でございます。 

 この事業を進めるためには、産地と実需者が

連携し、新たな需要拡大のために必要な生産対

策や需要の創出、拡大に係る取組内容、目標等

を盛り込みました産地・実需協働プランを策定

する必要がございまして、地域農業再生協議会

で策定することとなっております。 

 実需者ニーズに応じた価格、品質等に対応す

るため、農業者が低コスト生産等の取組を行う

場合には、取り組む面積に応じて支援するもの

でございまして、新市場開拓用米の場合は10ア

ール当たり４万円、加工用米については３万円、

パン、麺用の専用品種の米粉用米は９万円とな

っております。 

○浅野敏明議長 12番、梅津善之議員。 

○１２番 梅津善之議員 この事業も非常に不可

解なというか、片方で転作を奨励しておきなが

ら、片方で新市場の開拓事業をするということ、

そこにも補助金を出す。本気こで、例えば米粉

であったり、麺用の専用品種、実需者とつなが

り合いながら検討される生産者が実在するとす

れば本当にいいことなのかもしれませんけども、

なかなかこれも理解できない一つの方策である

なと思っておりますし、次の（４）の畑地化促

進事業の説明をいただけますか。 

○浅野敏明議長 佐々木勝彦農林課長。 

○佐々木勝彦農林課長 お答えいたします。 

 畑地利用への円滑な移行を促しまして、畑作

物の需要に応じた生産を促進するために、水田

を畑地化して畑作物の本作化に取り組む農業者

に対して支援が必要とされております。 

 生産が安定するまでの一定期間、継続的に支

援を行うとともに、畑作物の産地づくりに取り

組む地域を対象に、関係者間で調整や畑地化に

伴う土地改良区の地区除外決済金等の費用負担

等に要する経費を支援するのが畑地化促進事業

でございます。 

 これには３つの細かい事業がございまして、

１つ目に畑地化支援、２つ目に定着促進支援、

３つ目に産地づくり体制構築等支援がございま

す。 

 畑地化支援につきましては、これまでの水田

活用の直接支払交付金の中にありました水田農

業高収益化推進助成からの後継支援でございま

して、令和４年度補正において措置されました

畑地化促進事業と併せて畑作物の本作化を推進

するものでございます。水田を畑地化して高収

益作物を生産する場合には、10アール当たり17

万5,000円、そのほかの畑作物を生産する場合
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には14万円を支援するというものでございます。 

 定着促進支援につきましては、水田を畑地化

して高収益作物や畑作物の定着等に取り組む農

業者を、令和５年度から５年間継続的に支援す

るというものでございます。10アール当たり２

万円を５年間、または10アール当たり10万円を

一括して支援を受ける方法がございまして、５

年間の作付が条件となります。初年度に先ほど

お話をさせていただきました畑地化支援と併せ

て取り組む必要がございます。 

 産地づくり体制構築等支援、これにつきまし

ては、畑作物の産地づくりに取り組む地域を対

象に、関係者間の調整や土地改良区の地区除外

決済金等を支援するというものでございます。 

○浅野敏明議長 12番、梅津善之議員。 

○１２番 梅津善之議員 今の畑地化推進事業で

すが、いかにもすばらしい予算を準備して畑地

化をしましょうということになっているようで

すけども、この単年度で17万5,000円、高収益

作物以外は14万円を頂くと、その水田には今後、

５年後ですよね、田としての産地交付金、そう

いうことの対象外になるということで間違いな

いでしょうか。 

○浅野敏明議長 佐々木勝彦農林課長。 

○佐々木勝彦農林課長 畑地化の取組につきまし

ては、交付対象水田から除外する取組を指すと

示されております。 

○浅野敏明議長 12番、梅津善之議員。 

○１２番 梅津善之議員 本気こでね、本当に例

えばハウスを立ててトマトを作ったりキュウリ

を作ったりとか、畑作物に一生懸命取り組む、

例えばサクランボ植えても、啓翁桜でも何でも

これはいいんですよね。必死になって取り組ん

でいく農家には非常にありがたいというか、い

い事業であるという一つの考え方と、最初から

申し上げてますように、単年ごと転作地を大豆

とか受委託をしている生産者、生産組織にとっ

ては、その後の対応が全く不透明になってしま

います。これは持続可能かと言われると、本当

に将来が不安になる政策だと思っておりますし、

現在まで、もはや募集の状況なんかは分かって

いると思いますけども、その辺の状況も含めて

畑地化促進事業の今現在、長井市内での取組状

況など分かっていれば教えていただきたいと思

います。 

○浅野敏明議長 佐々木勝彦農林課長。 

○佐々木勝彦農林課長 お答えいたします。 

畑地化促進事業につきましては、令和４年12月

14日に国の２次補正予算説明の中で示された事

業でございまして、事業の全体像や詳細が見え

ない中で、令和５年度の畑地化促進事業の要望

を２月22日まで提出するように１月に山形県農

業再生協議会から示されたという状況でござい

ました。 

 本市では、令和４年度経営所得安定対策等申

請書を、水稲作付者のいずれかの条件を満たし

ました対象者と見込まれる農業者640名に対し

まして要望調査を実施いたしまして、集約を行

ったという経緯でございます。 

 畑地化支援の事業につきましては、令和４年

度にもあった事業ではございますけども、取り

組む農業者がいなかったことから広く周知され

ておらず、また、十分に検討する時間がないま

ま県より要望集約が求められていることから、

個別に説明する機会を兼ねまして２月８日から

10日の３日間を申請書受付期間としながら、個

別に相談を受ける窓口を設置させていただいた

というような状況でございました。 

 現在の集約した面積と金額といたしましては、

高収益作物支援につきましては2032.8アールで

3,557万4,000円、畑作物支援は１万4,684.6ア

ールで２億558万4,400円となっているところで

ございます。 

○浅野敏明議長 12番、梅津善之議員。 

○１２番 梅津善之議員 市内ではもう確定して、

申請が出されててということの今の考えでしょ
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うか。 

○浅野敏明議長 佐々木勝彦農林課長。 

○佐々木勝彦農林課長 あくまでも期間のない中

での集約でありまして、実際、地権者のほうか

らの同意を受けているかとかについては、まず

はない状態での集約ということになっておりま

す。 

○浅野敏明議長 12番、梅津善之議員。 

○１２番 梅津善之議員 ちょっと数字を聞いて

びっくりしたところでした。どんな作物でどう

いうふうに、個々の生産者の考え方もあると思

いますし、既にハウス栽培であるとか、啓翁桜

を植えていらっしゃるとか、様々な状況はある

と思いますけども、相当な面積だなと思ってお

ります。 

 例えばその中で、牧草地であったり、あとは

大豆とかの品目なんかの集約なんかはしてらっ

しゃいますか。 

○浅野敏明議長 佐々木勝彦農林課長。 

○佐々木勝彦農林課長 これもまだあらあらな数

字ではございますけども、大豆につきましては

986アール、飼料作物については１万1,203アー

ルということで現在集約しているところでござ

います。 

○浅野敏明議長 12番、梅津善之議員。 

○１２番 梅津善之議員 いや、びっくりでした。

何というかな、積極的に関わっていく農家がい

るんだなということを、ちょっと考えたところ

です。 

 ５年くくりというのも私は一つ納得いかない

ところがあって、例えば生産組織でやってて、

みんなで何とかクリアしていくんだなんていう

大きな組織も市内には相当あるわけです。そう

いうことであれば問題はないと思いますけども、

個人の農家で明日倒れるかも分かんないとか、

もうやめたいんだけどなんて言われる前に、頂

くものは頂いてやめようかななんていうことが

あるかどうかは全く分かりません、私も。ただ、

現状そういうことも危惧されることの一つであ

ると思いますし、心配されるのは１年頂いて、

その後どうにもなんなくなって、耕作放棄地で

あるとか、どうにも手をつけられなくなるよう

な農地が出てくるのをすごく心配しているわけ

です。特に１年ごと受委託をしている生産組織

や団体にとっては、非常に考えさせられる制度

であると思っております。 

 農業委員会の会長にお伺いしたいと思います

が、畑地化促進事業に取り組んだ、これから取

り組もうとしている面積がこのようにたくさん

あるという、今初めて私もお聞きしましたけど

も、質問には令和９年度以降と書いております

が、実は来年度かもしれない、その次の年かも

しれないですよね。実質その人が具合悪くなっ

て倒れたら、あとその田んぼはどうするんです

かみたいな話も当然出てくるわけで、その辺の

含みで農業委員会の会長はどのようにお考えか、

お聞きしたいと思います。 

○浅野敏明議長 寒河江 忠農業委員会会長。 

○寒河江 忠農業委員会会長 取り組んだ場合の

想定されるその後の状況はという質問でありま

す。 

 結論だけ申し上げますと、耕作されない、さ

れなくなる農地も出てくると私は想定してます。 

○浅野敏明議長 12番、梅津善之議員。 

○１２番 梅津善之議員 日々、耕作放棄地対策

とか、様々農業委員会の中でも努力されて、地

域の農地を守りましょうということでやってる

と私は思ってますし、そういった面から見ると、

農業委員会としてはこれは非常に危惧されるん

ではないかなと思いますが、その辺の考え方は

農業委員会の会長はいかがですか。 

○浅野敏明議長 寒河江 忠農業委員会会長。 

○寒河江 忠農業委員会会長 皆さんご承知のよ

うに、人・農地プラン、これは令和５年度から

名称を改めて地域計画となりますけれども、こ

れを作成しなさいと命題をいただいております。 
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 そうした中で、この政策は、いろいろメリッ

トとする人もいるかもしれませんが、集積・集

約であったり、耕作放棄地等も出さないで余す

ところなくやっぱり農地を有効活用していくと

いう点で考えると、ちょっと足かせになるよう

な部分もあると考えてます。 

○浅野敏明議長 12番、梅津善之議員。 

○１２番 梅津善之議員 本当にそうだと思いま

す。そうならないことを願っておりますけども、

私自身の話をさせていただければ、別に土地改

良できちっとした田んぼでなくても、八角形と

か三日月型とかそういう条件不利地の耕作地も、

地域のものだと思えば努力して、何とか耕作を

しながら荒らさないように努力をしたいなと思

って、日々もちろん政治活動も含めて農業にも

従事しているわけです。このような政策をあた

かも農業支援のように出されてくるのは、非常

に納得がいかなくて、国の政策だからしようが

ないねということもありますし、こんなことは

議場では大変申し上げにくいんですけども、生

産者に持続不可能な手切れ金政策だと言われま

した。その人にとってはそうかもしれないです

が、本気こで畑作のほうに取り組む人にとって

は決してそうでないんだという話も申し上げま

したが、様々な複雑な思いをした制度であると

思っております。 

 市長にお伺いしますが、単年度で17万5,000

円なり、14万円の支給を受け、戦略的に畑地化

を進めていくことができる生産者にはメリット

あるかもしれませんが、５年間の水張りができ

ない水田もしくは畑地化促進事業で申請を受け

た水田で、令和９年以降、水田活用の支払交付

金の対象となる水田、例えば大豆を１年ごと受

委託している受委託組織や、担い手農家で農地

を借りて大規模に生産拡大をしている農業者が、

単純に大規模に畑地化なんていうことはいかな

いと私は考えております。特に１年ごとに受委

託で大豆の生産に取り組んでいる各組織などは、

受委託作業が困難になる可能性があると考えま

す。 

 まずは、受委託をして条件の悪い水田でも補

助を選ばず耕作している、大豆として生産環境

を整え、暗渠や明渠、排水対策などに苦労して、

条件の悪い、田形の悪い田んぼや屋敷周りであ

ったりね、そういうところも含めて地域の維持、

農地の維持に取り組んでいる生産者の思いをす

れば、なかなか理解し難い政策だなと思ってお

ります。 

 これまでの政策でも、組織で農地や農地の保

全も含めて作業効率や収益の増、品質の向上を

努力してきた、本当に一生懸命やってる農家に

は、畑地化という言葉で、水田としての機能を

有しない田畑を畑地化していくということは非

常に困難であろうかなと思っております。 

 私が言いたいのは、こういう政策で一生懸命

取り組んできた組織も、崩れていくような政策

は全くやめてほしいと思います。 

 市長にとってはいろいろな立場もあるし、考

え方もあると思いますが、この辺をどういうふ

うに考えているか、お聞きしたいと思います。 

○浅野敏明議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 お答え申し上げます。 

 梅津善之議員から求められたご質問にきちん

と答えられるかということもありますけれども、

やはり議員からは市長としての立場ということ

もあるだろうということなのですが、先週の土

曜日、ご存じだと思うんですが、農業の活性化

懇談会というのが農業委員会はじめＪＡさんと、

あと担い手育成協議会の皆様の主催でございま

して、私も参加させて勉強させていただきまし

た。 

 私自身は農業してませんので何とも言いにく

いんですが、本省からいらした農産局の企画課

長さん、政策のつくるど真ん中の人で、その方

の、本当に切実な苦悩、北海道出身の方だそう

なのですが、もう実家のほうには帰れないと、
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おまえなんか来るなと、何だおまえはというこ

とで、家族も含めて、親戚、一族みんな本当に

大変な思いしていると、もう帰れないと言って

ました、この畑地化の５年間の施策で。 

 私も最初、昨年ですね、聞いたときに、何だ、

これはと、何で今まで認めてたのを、いきなり

５年間たったら、水張りもう一回できないんな

らね、その跡地化についての補助金はあり得な

いということですよね。それをいらしていただ

いた課長さんが、非常に話しにくそうにおっし

ゃいました。それで合点がいきました。 

 これはあんまりご本人もこういう場で言って

ほしくはないんでしょうけども、会計検査院の

指摘を受けたんだそうです。ちょっと議員の皆

さん、どれぐらい会計検査院ということのご理

解あるかですが、いわゆる我々でいえば会計監

査ですよ。監査委員事務局ですね。結局、内閣

から独立した権限を持った会計検査院、ここが

全ての補助事業、交付金等々についてずっと全

て調査するんですよ。目的、趣旨、合わないと

ころについては指摘をして、それを改善しない

と改善命令出せますから、それに引っかかった

ということですよ、詳しいお話はなさいません

でしたけども。 

 通常は補助金返還から処分ですよ、担当の。

すごく重いです。ですから、我々、最近会計検

査で補助金とか公金の返済なんていうことは経

験ないんですが、私も昔若いとき農林課の職員

として会計検査、何件か自身も立ち会ってます

が、震え上がってましたよ、みんな。ここで指

摘されたら補助金返還になると。これは行政だ

けじゃなくて農家も補助金返還しなきゃいけな

い。そして、そこの理由から何から全て説明を

して納得をしていただかないと大変なことにな

ると。それで引っかかったんだなということが

分かりました。なるほど、会計検査院だったら、

考えてみたら当然だと。 

 要は100％、公金、補助金は国税なのですよ。

税金全てつぎ込んでると。それに対して、いわ

ゆる畑地化というのはもう永遠と続くのかと、

それはどこかでやっぱり期限をつけなきゃいけ

ないでしょと、適切な補助金、税金の使い道じ

ゃないって、こういうふうにもう限定されたわ

けですよ。 

 ですから、そこを何とか農水省のほうでは、

返還だけは、これは大変なことになるんで避け

ると。そこでいろいろ、多分、想像ですよ。会

計検査院のほうに農水省の皆さんがいろいろ働

きかけ、あと政治的な働きかけ、政治的な働き

かけというのは、独立したところだからできな

いんですよね。ですから、そこで納得いく結論

というのが、以降は５年以上、畑地化したとこ

ろについては、水張りしない限りはもう補助金

はなしというところで決着がついたんだなと判

断せざるを得ませんでした。 

 したがって、農家の皆さんのご苦労分かるん

ですよ。でも、やっぱり私も農家の長男として、

昭和30年代、昭和40年代の、日本の戦後ですね。

ベビーブームを含めて人口がどんどん増えて、

経済も高度経済成長でどんどん経済成長して、

とにかく食料が不足しているから水田、田んぼ

作れということで、米をもうしきりに国の政策

として農家にお願いしてきたわけですよ。農家

はそれを受けて、もう畑も田んぼに変えてね。

そして、一生懸命米生産してきたと。そうした

ところが、今度はもう米が余って、生活様式も

変わって、パンとかね、洋食化して、もう米は

そんな要らないんだということで、今度は減反

ですよ。 

 私も、これはこういう場所で言うのも恥ずか

しいんですけども、私の父親の農業の借金返済、

今でもしてますよ。しかも、農協さんもなかな

かシビアなもんでね。私が負債を切り替えて受

けたときに、金利が高かったんです。絶対低く

してくれない、借換えなんて認めてくれないん

ですよ。ひどいもんですよ。年間何百万も利息
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というときありましたよ。 

 そんなことを受けて、これって国でずっとや

ってきたのに、土地改良して、本当これからも

っと効率よくいい米作れるぞっていったら、も

う減反で何％。１回も作ってない田んぼもあり

ますよ。その土地改良も、野川さんとかですね、

ほかのところは割とよかったんでしょうけど、

うちのほうは国営だったもんですから非常に負

担が重くて、大変でした。１反当たり200万円

ぐらい負担したんじゃないでしょうかね、米が

どんどん下がっていくときに。 

 ですから、もう言いたいことはいっぱいある、

何やってきたんだと。だけども、今日本はこう

いう社会ですから、やっぱり需要に応じた生産

にシフトせざるを得ないですよね。ですから、

それまでの猶予期間としてそういう補助金があ

るんだと、皆さん、分かってると思うんですけ

どね。 

 やっぱり私としては、地域によって農業の格

差ってすごくあるわけですよ。本当に長井市な

んていうのは一番米が適しているところじゃな

いですか。水は豊富だし、気候も冬、雪が降る

というのは決して稲作には悪いことじゃないで

すよ。そんなことで反収も非常に高いわけです

し。 

 でも、一方で、西日本とかはもう全然環境違

うわけですよね。このたびいらした課長さんも

おっしゃってましたけど、もう西日本では、以

前、小関秀一議員からもあったんですけども、

もう借地料ゼロだそうですから。逆に作っても

らうために、放置できないからって地権者がお

金を払って作ってもらってるというような状況

もあると。そういった状況に対して、国が支援

するということもあるんだそうですよ、賃料の

部分を。そういうふうにもう地域によって農業

全然違うんですよ。 

 したがって、私ども地方自治体が農政に対し

て何にも言えないですよ。だって、国の根幹で

すよ、食料政策ですから。ですから、国からす

れば、とにかく国民の食料を確保するというこ

と。それと同時に、ずっと今までお世話になっ

た農業者に、そこの事情に応じて転換してほし

いと。やっぱりそこをいろんな形でお願いしな

がら、その誘導しようとしているんですが、今

までのしがらみできた人は納得できないと、何

だと、ころころ変わってと、ふざけんなという

のはもっともだと思うんですが、それをどうだ

って私に言われても文句しか出ないですよ、国

に対して。 

 ただし、我々、地方自治体として、皆さんも

議員としてね、そういう農家の声を聞きつつ、

やっぱり国にその声を届けて政策に生かしてい

ただくと同時に、ただし、需要に応じた生産体

制を整えていくというのは、これは事業者とし

ての努めだと思っておりますので、ちょっと答

えにならなくて恐縮なのですが、ぜひ一緒にな

って、我々も本当に市町村でできることなんて

限られてますが、農業者の皆様に寄り添って、

一緒になってまずお手伝いをさせていただきな

がら、言うべきところは国に対してもしっかり

と申し上げながら頑張っていきたいと思います

ので、よろしくお願いいたします。 

○浅野敏明議長 12番、梅津善之議員。 

○１２番 梅津善之議員 もちろん市長のおっし

ゃるとおりだと思いますし、どうにもならない

ことも重々承知で、でも、誰かが声を上げてい

かないといつまでも変わらないんだなと思った

ので、あえて発言させていただきました。 

 さっき北海道のお話がございましたけども、

10年前、2014年あたりですかね、バターが足り

なくてクラスター事業、大きな畜産農家、頭数

増やして牛乳の生産に意欲的に取り組んでくだ

さいなんて大きな声で言われて、一生懸命畜舎

を建てたり、最新の設備を導入して、和牛も、

乳牛、酪農もそうなのでしょうけども、その結

果、今牛乳が余って、国の政策で牛を殺すのに
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お金を出しているという、本当に現場の生産者

から見れば泣いても泣けないような政策なんで

すよね。それはここ、本当10年ぐらいのところ

ですよ。 

 現実、米も含みで輸入しているんですね、我

が国は。本当に納得いかない。本当に消費者に

考えてもらいたいのは我が国の食料、そういう

ようなことは自給して、地域を支えていくんだ

ということをやっぱり念頭に置いて政策なりな

んなりを考えていただきたいものだなと、末端

の農家として申し上げておきたいなと思ってお

ります。 

 ぜひそんな思いを、ここから国に届くかどう

かは別にしても申し上げてこの質問は終わりた

いと思います。今後ともぜひ農業政策に注視し

ていきたいと思っております。 

 次に、２番目の再生可能エネルギーとレイン

ボープランということで質問をさせていただい

ております。 

 早いもので平成９年にレインボープランの事

業がスタートしてはや27年ですか、あっという

間だったなと思っております。先日の小関議員

の質問にもあったと思いますが、これからのレ

インボープランということ、さらには再生可能

エネルギーと併せた新しいレインボープランの

状況を一昨年、その前から検討していると思っ

ておりますので、総合政策課長にその状況など

を教えていただきたいと思います。 

○浅野敏明議長 渡邊恵子総合政策課長。 

○渡邊恵子総合政策課長 お答えします。 

 レインボープランコンポストセンターは完成

から25年以上が経過し、老朽化への対応が喫緊

の課題の一つとなっています。 

 こうした中、令和３年１月に立ち上げられた

長井市レインボープラン評価検討委員会による

議論の結果、レインボープランについては今後

持続可能な開発目標、ＳＤＧｓを踏まえ、次世

代を見据えた取組へと方針転換する必要がある

という趣旨のご提言をいただきました。 

 また、現在、日本を含む世界各国が温室効果

ガスの排出を実質ゼロにするカーボンニュート

ラルの実現に向け、目標を掲げて取組を行って

おります。 

 市ではこうした状況を踏まえ、レインボープ

ランの仕組みを活用したバイオマス発電による

エネルギーの循環という新たな仕組みづくりの

検討を始めました。 

 具体的には、生ごみなどを原料としたバイオ

マス発電の設備をコンポストセンターに代わる

新たな設備として導入することによって、カー

ボンニュートラルの実現につながる再生可能エ

ネルギー、電気をつくり出し、また、発電の過

程で生成される消化液を肥料として農産物に活

用することで地域の食の安全につなげるという

新しい循環の形を目指すものです。 

 小関議員の質問に対する市長答弁にもありま

したとおり、当初原料として検討していた下水

道汚泥や蓄ふんなどは、発電効率が低く、多額

の費用を投じて大規模な設備を導入することに

費用対効果の面で疑問が生じたことなどから、

初めは小規模の設備を想定し、実現の可能性を

探りたいと考えています。 

 現在、回収している生ごみの量は年間約400

トン程度ですが、例えばそこに事業所などから

の食品残渣を含められるとすればどの程度の原

料になるのか、またその原料からどのくらいの

発電ができるのか、そして発電の過程で生成が

見込まれる液肥がどのように活用できるのかな

ど、来年度の調査によって検証していく予定で

す。 

 その結果、生じる様々な課題については、レ

インボープラン農産物認証制度にご参加いただ

いている農家の皆さんをはじめ、レインボープ

ラン推進協議会、その他、関係機関のご意見を

伺いながら、地域内の循環とカーボンニュート

ラルにつながる持続可能な取組について検討を
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進めていきたいと考えています。 

○浅野敏明議長 12番、梅津善之議員。 

○１２番 梅津善之議員 もちろん検討中という

ことではありますけども、地域の循環としての

レインボープラン、市民の方にご協力いただい

て生ごみを集めて堆肥にして野菜にしたものを

購入いただくという循環の思想はすばらしいも

のと私も思っておりますし、コストから言えば

決してそうでない面も重々あるのも承知してい

るところではございますけども、昨今のエネル

ギーの需要であったり、電気代の高騰も含めて、

ぜひ循環の農業を生かした、隣の飯豊町さんで

は畜産堆肥を使ったものでバイオガス発電をし

ていらっしゃいますし、電気に変えられるよう

な仕組みはつくれないものかなと思っておりま

す。 

 今、課長からありました畜産堆肥は効率が悪

いと言いながらも、食品残渣や生ごみ、その他、

もし可能であれば農家が生産できるいろんなも

のも含めた中で、将来に向けて検討いただきた

いと私は思っているところでございますが、市

長の考えをお伺いしたいと思います。 

○浅野敏明議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 お答え申し上げます。 

 端的に言いますと、小関秀一議員のご質問の

ときにもお答えしましたけれども、畜産堆肥で

いきますと全然数量が足りない。やっぱり飯豊

町さんの場合は、一つの畜産会社で大量の堆肥

が出ると。それをあまり移動することなくその

まま使えるメリットがあるんですね。 

 長井市の場合は、圧倒的に量が少ないはずで

すから、きちんと調査はしてないのでちょっと

アバウトな話で恐縮なんですけども、とてもと

ても発電できる量に達してないと。ですから、

それをじゃあ全部どこかに集めてというと、そ

うするとコストがかかるわけですよね。それと、

どういうプラントを造るかということなどもあ

るもんですから、長井市としては、今の段階で

やれる、まずは最初のスモールスタートからし

ようという考え方です。 

 もし可能だったら、やはり最初目標だった公

共下水道の終末処理の有機物であったりとか、

いろんなものを使いたいわけですね。あとは、

もちろん農地に還元する堆肥も必要ですが、そ

れ以外の必要でないものもあると、もみ殻なん

かもそうでしょうし、そういったものを使いた

いなと思ってるんですが、それはまず相当大変

だということでありますので、これはいわゆる

グリーン人材を派遣いただいて、専門的な見地

からいろいろご指導いただいて、なかなか効率

悪くて、考え方としてもう少しスモールで最初

いくべきだということから、来年度、農林水産

省の補助金を使って調査事業、そしてまずは、

できれば令和６年度あたりからもうプラントの

建設等々、それでそこから発電、そしてそれを

私どもとしては、あまりにも量が少ないので

140世帯分ぐらいの電気しかつくることできな

いということなので、それだったらぜひ施設園

芸というか、デジタルとかＡＩを駆使したもの

で農産物の園芸、水耕栽培ですね、基本。それ

で作って、それで地元の市民の皆様に返してい

こうという考え方なのですね。 

 ちょっと簡単に、今、口頭で支離滅裂にお話

ししましたので、お答えをしますが、レインボ

ープランのシステムを活用した新たな再生可能

エネルギー導入の検討の経緯については、ただ

いま渡邊課長が答弁したとおりでございます。

牛ふんなどは、現時点では発電の材料としての

利用が今回のプラントは難しいということから、

初めは現在収集している生ごみや事業者からの

食品残渣などで発電することを想定し、調査を

進める予定でございます。 

 事業系の食料残渣を含め、原料がどの程度集

められるのか、発電量がどの程度なのか、また、

発電の過程で生成される液肥がどのように利用

できるのかなど、発電の具体的な方法や液肥の
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活用については、今後の調査に委ねることにな

ります。 

 一方、牛ふんや下水道汚泥などについても、

発電の原料として今後一切使用しないと決めた

わけではございません。発電効率を改善する技

術の進展や液肥成分の安定性などの視点から、

将来的には生ごみや食料残渣以外の原料につい

ても、発電に必要な資源として活用する可能性

はゼロではないと思っています。 

 エネルギー効率の高い原料が得られればそれ

だけ発電量も増えるわけですので、今後も調査

や情報収集をしっかり行い、広く市民に還元で

きるような効果的な循環システムの在り方につ

いて研究してまいりたいと考えているところで

す。 

○浅野敏明議長 12番、梅津善之議員。 

○１２番 梅津善之議員 あらゆる選択肢を、何

ていうかな、考えていただいて、前に進めてい

ただきたいものだなと思っております。 

 ここではちょっとあり得ないことかもしれま

せんが、鹿児島県の有名な焼酎、霧島、黒霧島

とかね、サツマイモから発電を、もともとが焼

酎を造っているそもそもがあったからだと思い

ますし、新潟県の長岡市では、米からエタノー

ルを取ってということを発電に生かすこと、さ

らには農家にとっては、例えばトウモロコシで

も、サトウキビはちょっとつくれない、ジャガ

イモで、やっぱりつくれることはつくれるんで

すね。そういう原料として、それが例えば電気

になるなんていうことであれば、農家も市民に

とってもありがたいものだなと思っております

ので、あらゆる選択肢を排除しないでいろんな

検討をしていただければありがたいものだなと

思っております。 

 以上で質問を終わります。ありがとうござい

ました。 

○浅野敏明議長 以上で一般質問は全部終了いた

しました。 

 

 

   散     会 

 

 

○浅野敏明議長 本日は、これをもって散会いた

します。ご協力ありがとうございました。 

 

 

    午後 ２時５７分 散会 


